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差別化戦略の本質：いかにして価格低下競争から脱するか
織　畑　基　一
Competence of Differentiation Strategy: How Can the Corporations Rid
Themselves of Destructive Price Competition?
Motokazu Orihata
　デフレ下にあると言われる今日、ますます価格低下競争が激化している。この破壊的とも言える価
格競争から脱することは、マクロ経済的な施策を議論するだけでは不十分であり、企業にとっても、生
き残りのための必要にして十分な条件である。脱価格競争と言えば、万人の脳裏をよぎるのは「差別
化」ということであろう。しかしこの言葉くらい人口に膾炙されながら、その深遠なる戦略的意義の
追究がおろそかになっている言葉も少ない。本文では、多くの戦略的な切り口によって「差別化」に
メスを入れ、その意味するところを浮き彫りにしたい。
A destructive price-cut competition is being accerarated under the today’s “defration” environment.
This trend is steering the large portion of corporations to the stagnant performances. Therefore it must be
the requirement for their survive to get rid of this type of competitive situation. It is not enough to discuss
it from the macro-economics point of view.  “Differentiation” is easily raised as an effective strategic weapon
by managers. This concept is, however, still ambiguous and provides few clear strategic methodologies.
This article argues what the competences of the “differentiation” strategy are from the various aspects of
strategic thinking.
プロセスの差別化、プロダクトの差別化、商品コンセプトの差別化、サービスの差別化、ブランドに
よる差別化、マーケットの差別化、競合基盤の差別化
process defferentiation, product defferentiation, concept defferentiation, service defferentiation, brand
defferentiation, market defferentiation, and defferentiation of the competitive platform.
（原稿受領日　2001. 10. 10）
Ⅰ　はじめに：なぜ価格競争に陥ってい
　　　　　　　るか？
　いまほど価格競争が激しい時代はない。なぜ
だろうか？　その原因としては、マクロ的には、
デフレ・スパイラルに入っているというのが定
説だが、もっと緻密に考えてみる必要がある。ま
ず基本的に４つ原因が考えられる。第１には市
場の成熟、第２にはイノベーティブ・マインド
のなさ、第３にはアジアの生産基地化、そして
第４には、インターネットの普及である。第１
は国家経済の視点であり、第２は経営戦略的視
点であり、第３は事業国際化の視点であり、そ
して第４は、情流環境変化の視点である。
　市場が成熟し、必需品を中心に、ほとんどの
ものがすみずみまで行き渡ってくると、ほとん
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どの企業は、同じものを作り販売するようにな
る。図１は、日本の戦後のＧＤＰの推移を表し
たものだが、大局的にきれいなＳ字曲線（ロジ
スティック曲線）を描いていることが分かる。こ
のＳ字曲線の変曲点は、1980年代の初めである。
すなわち日本経済は、1980年代に入って、成熟
化、老化に向かいだしたと言える。
出所：織畑基一『ラジカル・イノベーション戦略』　　
　　　日本経済新聞社
図１　日本のＧＤＰ（名目）推移と近似ロジスティック曲線
　つぎに図２に、主要な耐久消費財の普及率を
示してある。これを見ると、市場の成熟化にし
たがって、普及の飽和点が、徐々に下がってい
るように観察される。それを裏付けるかのよう
に、武藤博道は、必需品以外の奢侈財への出費
が、82年に40％を超え、バブル経済崩壊後も40
％以上を維持していると分析している（武藤，
1999）。
　一方我が国は、明治時代以降、欧米に追いつ
き追い越せと言う姿勢をとり続けてきた。我が
国独自の商品を生み出すということは、非常に
まれであった。こうした姿勢で経済が頂点を迎
えたのが、バブル経済であったとも仮定できる。
それ以降の横ばいの経済は、それまでの姿勢の
継続が原因の一つであると言えるであろう。す
なわち、我が国が欧米追従の姿勢を捨て、独自
の商品を生み出さない限り、我が国経済をふた
たび上向かせることは、困難だと言えよう。そ
れを想定させる調査結果が、日経産業消費研究
所から発表されている。すなわち東京・大阪の
消費者それぞれ 1000人の調査では、「いまこれ
といって買いたいものはない」と答えた人は、95
年に51％、97年には78％であったのに対し、「新
商品や話題性のある商品には関心がある」と答
えた人も、95年に66％、97年には82％まで増加
しているのである。この調査結果をどう受け止
めるかの意味づけは、いくつか考えられるかも
知れないが、「人々は欲しいものがあったら購買
する気持ちはあるが、そうした買いたいものが
出てこない」という意味づけは有力なものであ
ろう。
　このように市場が成熟しているのに、プロダ
クト・イノベーションが少ないということは、類
似商品の供給者が多すぎて、多くの似たり寄っ
たりの商品やサービスが、市場に出回ることに
なる。市場に出回る商品やサービスに大きな違
いがないとなれば、価格競争に陥ることは必然
である。つまりまず、市場のパイが変化せず、場
合によってはシュリンクしているのに、同じよ
うな商品・サービスが出回ることが、価格競争
が激しくなる基本的な原因である。類似商品の
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出所：経済企画庁「消費動向調査年報」
図２　主要耐久消費財普及率
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過剰供給である。
　価格競争が激しくなれば、これに加えて、コ
ストダウンの競争も激しくなり、まず“暗黒大
陸”と呼ばれる流通部門のコスト削減が焦点と
なる。ライバル同士の共同配送や、ＳＣＭ（サプ
ライチェーン・マネージメント）と称する、サ
プライチェーンの一気通貫のコストダウンに追
い込まれる。もうこれはコストダウンが、極限
状態に近づいていると言ってもよい。
　流通コストの削減が限界に来ると、上流から
下流まで一気通貫の効率化を徹底させるために、
下流から上流に注力が行く。つまり、原料調達、
製造におけるコストダウンだ。そこで注目され
るのが、「要素コスト」である。これは地域レベ
ル、国家レベルでの、コスト要素の格差である。
例えば中国の要素コストは、日本の１／10と言わ
れる。
　こうした「要素コスト」の格差を利用して、一
気通貫の効率化を極限状態にまで昇華させたの
がＡＳＰ（Specialty store retailer of Private label
Apparel）で、ユニクロや無印良品が好例だ。
　否これは、グローバル化の浸透ととらえた方
が、よいかも知れない。真のグローバル化は、冷
戦後始まったからだ。
　これらに加えて、インターネットの普及が価
格競争の激化を加速し始めだした。インター
ネットによる情報の流れの変化は、ユーザー同
士の情報共有である。つまりは口コミだ。これ
によってもっとも安い製品に需要が集中し、価
格は安い方に収斂していく。（ Pottruck & Pearce，
2000）
　では、こうした価格競争にはどう対処すれば
よいか？
　これについてはすぐ、“差別化”ということを
発想するだろう。しかしなにげなく普段使って
いるこの言葉には、深い意味があるので、それ
を解説したい。
　価格競争は、１つの方程式から決まる。それ
は、
　　
　　　　　創造価値
　生産性  ─────　＝ ・・・・・・・ （Ａ）
　　　　　コ  ス  ト　　
という方程式である。すなわち、「生産性」が高
ければ、価格競争に勝つ。それには２つの方法
があって、
・コストダウン（分母）に勝つ、か
・価値創造（分子）に勝つか
である。
　しかしいずれにおいても、戦略の差別化がな
ければイタチごっことなって、価格競争は延々
と続くことになる。
Ⅱ　限りなきコスト削減との戦い
　－プロセスの差別化
　従来型のコストダウンが極限に近づいている
となれば、従来の方式を超越した効率化を考案
しなければならない。すなわち、効率化でイノ
ベーションを起こすのである。
　まず、ユニクロの効率化は、つぎの２点が基
本となっている。１つは、ベーシックカジュア
ルに特化し、商品アイテムを思い切って絞り込
んで、少品種大量販売を実現する。すなわち「規
模の経済」の享受である。もう１つは、企画・開
発、生産の上流まで自分の範疇におさめ、しか
も中国で生産する、すなわち安い「要素コスト」
を享受することだ。
　かのヨーカ堂などもＡＳＰを目指していると言
われるが、なかなか思い通りにいかぬというか
ら、ＡＳＰは、“プロセスの差別化”と言ってもよ
いだろう。
　プロセスの差別化には、もう一つの注目すべ
きことがある。それはメーカーの商品開発プロ
セスだ。
　たとえばリコーは、商品設計者にコスト意識
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を持ってもらうため、グループウェアによって、
資材部のコスト情報が部品表に入るようにした。
またシャープは、実際にモックアップを作成し
ていたのを、３次元ＣＡＤの活用により、ワイ
ヤーフレーム・モデル（針金細工のような線画）
からコンピュータ・グラフィック技術で立体像
を描き、設計から生産へのコンカレント・オペ
レーション（同時並行処理）を可能とした。
　このように、プロセス・イノベーションは、現
在は商品開発プロセスがターゲットとなってい
る。かっては、プロセス・イノベーションと言
えば、トヨタのカンバン・システムがその典型
であったが、現在はさらに上流に移行している
のである。
　プロセス・イノベーションによるプロセスの
差別化によって、画期的なコストダウンが計れ
ることは、カンバン・システムを見ても明白で
ある。このシステムの開発当時は、トヨタとＧＭ
やフォードらとの規模の差は歴然としていた。
それまでは、自動車産業のコスト差は、大きく
「規模の経済」によっていたので、トヨタがＧＭ
やフォードのコストレベルに追いつくには、通
常の方法では不可能に近かった。ところが、ト
ヨタはそれまでに常識であった、規模の経済を
享受するための大ロットの“押し出し方式”を
180 度転回し、混流生産という、小ロットの
“引っ張り方式”を開発した。そのためには、違
う車種が流れてくるたびに工具を変えるという、
段取り時間を大きく短縮しなければならなかっ
た。このようにプロセス・イノベーションには、
プロセス技術の革新をともなうことが多い。
　現在、プロセス・イノベーションにおいて大
いに活躍しているのがＩＴである。典型は、デ
ル・コンピュータのネットによる受注・納入シ
ステムである。またアマゾンの、書籍の受注・納
入システムも、プロセス・イノベーションであ
る。これらは受注・納入コストを飛躍的に削減
する。しかしその主体は、シェアの拡大による
「規模の経済」と考えられる。これは従来受注・
納入システムで先端を行っていた宅配便と本質
はそう変わらない。それに加えて、ネットワー
クの外部性効果や、収穫逓増効果がどのくらい
働くかが問題である。いずれにしてもネットは、
従来のプロセス・システムの代替であれば、コ
ストダウンにはなっても差別化ができないかぎり、
価格競争はますます激しくなるばかりだろう。
　また、東京大学の西村清彦教授は、上流のコ
ストについて重要な指摘をしている。その指摘
とは、「製造業大企業では傾向的な労働分配率
（企業が生み出した付加価値のうち、労働に対し
ての支払に充てられる比率）の上昇傾向が見ら
れる。（中略）この労働分配率の上昇が直接生産
にかかる労働費用の増加に起因するのではなく、
直接生産に関連しない管理・技術開発・流通お
よびその関連の活動からもっぱら生じてきてい
る（図３）」（西村，1996）というものだ。
出所：西村清彦『「価格革命」のマクロ経済学』日本経
　　　済新聞社
図３ 　製造業大企業の労働分配率
　すなわちこれからは、コストダウンの対象は、
サプライ・チェーンのうち上流、かつ間接部門
に向けられるべきことを、この指摘は物語って
いる。したがって先に述べた、リコーやシャー
プの取り組みは、このマクロ的な指摘に添った
経営改革と言えよう。
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　かのマイケル・ポーターは、次のように述べ
ている。「競争戦略とは自社を他社とは違ったも
のにすることなのだ。それは他社とは違った一
連の業務活動を慎重に選び、独特の価値を組み
合わせて提供することである。（中略）業務の効
率化だけを基盤として、かなりの期間にわたっ
て競争に成功している企業はほとんどいない」
と（Porter，1996）。
　以上をまとめると、以下のことが言えるであ
ろう。
　１）コストダウンは、国境を越えて、サプラ
イチェーンを一気通貫に考察しなければ
ならない。
　２）そしてその焦点は、上流の間接部門に当
てられなければならない。
　３）ＩＴは、サプライチェーン・コストを劇
的に削減するが、そのビジネスモデルに
は、他社に例がない、独特のものがなけ
ればならない。
Ⅲ　待ったなし。モノ作りの革新
　－商品価値（プロダクト・バリュー）の
　　差別化
　ではつぎに、（Ａ）式の分母である「創造価値」
の増大・差別化の問題に移ろう。
　バブル崩壊後の「失われた 10年」の大きな原
因は、我が国がこの価値創造にめぼしい成果を
上げてこなかったからだというのが、筆者の見
解である。そしてその基盤には、従来の基本思
想、「欧米に追いつき追い越せ」というお題目が、
隠然として存在するので、独自の新しい価値の
創造には、意識的にも気後れが存在すると思わ
れるのだ。
　それからもう一つ、プロセスからプロダクト
へのシフトという戦略的潮流を見逃してはなら
ない。それを象徴しているのが、次の、キリン
ビール前社長の佐藤安弘氏のコメントだ。キリ
ンがアサヒの急追を受けていた頃の言葉である。
日経ビジネス、97年９月１日号に、インタビュー
を受けた佐藤社長は、こう述べている。「消費者
の嗜好に合わせて『ラガー』を生化（なまか）し
たにもかかわらずシェアが落ちたのは、量販店
など新しい流通業態への取り組みの遅れが原因
だと考えていた。しかし、最近になって、この
考えを改めた。組織的な量販店対応としては、む
しろ他社の先を行くものだと自負している。そ
れでも成果が目に見えて表れないのはなぜか。
原因は『商品力』にある。」
　この言葉が意味するところは深淵である。キ
リンと言えば、その流通支配力は強力で、それ
が長い間、キリンの巨大なシェアを支えてきた
のだ。それがアサヒのプロダクト（味）・イノベー
ションによって、10年足らずで、巨大なシェア
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は崩れ落ちてしまった。すなわち時代は、図４
が示すように、流通から商品開発へ、プロセス
からプロダクトへと、経営戦略の核心がシフト
していると言って良い。こうした潮流が経営戦
略の方向性を襲っているとすれば、どんな精巧
な特約店制度やリベート・システムも、競争力
としては風前の灯火である。
　なにかというと「モノ作りこそ日本の命」と
いうことが、念仏のように言われてきた。しか
しその実体はどうだったのか？　相変わらず
ちょっとした改良品が出ると、多くのメーカー
がわれもわれもと追従・殺到する。結果として
市場には似たもの商品が氾濫し、消費者は「こ
れといって買いたいものはない」と、そっぽを
向く。そこで、これでもかこれでもかと価格の
切り下げが始まる。しかし消費者はそんなこと
より、「新商品や話題性のある商品」の出現に、
大きな関心を持って注目しているのだ。
　最近の身近な例を話そう。ソニーのＰＣ、ＶＡＩＯ
シリーズを買いに行くと、量販店には「この品
物は人気商品ですので、まとめ買いはご遠慮下
さい」と、張り紙がしてある。ｉモードのＮ５０１ｉｔ
型を買おうと思ったら、どこの店も品切れ。聞
くと生産が追いつかないので、ＮＴＴドコモが
配給制をとっているという。松下電工の画期的
な世界最高速度のリニア駆動による電気カミソ
リも品切れ。あっちこっちの量販店を回って、郊
外の店に、やっと１台在庫を見つけた。
　このように、１部の商品には、購買客が殺到
しているのだ。この現象からも、「消費不振とは
言うが、それは消費者が買いたい商品が不足し
ているからだ」ということがわかる。つまり「消
費不振だからモノが売れないのではなくて、売
れない商品が多すぎるから、消費不振」なのだ。
　ある学会でこの話をしたら、ある重電メー
カーの役員が、「そんなチマチマしたものが売れ
ても、日本経済は回復しない」と言った。しか
しアメリカは８％の企業が高成長をしているか
ら、ＧＤＰが４％の成長率を示しているという。
いまこの８％の企業が50％で成長すれば、残り
の92％の企業の成長率が０％でも、全体では４
％の成長になることは、小学生レベルの計算で
も分かる。各社を回ってみると分かることだが、
ほとんどの大企業は、大きなモノを大量に売る
ことに夢中になっている。軽小短薄の時代と言
われて久しいが、まだまだ重厚長大の亡霊がビ
ジネスマンの心の中に生きていることには、
まったく驚きをかくしえない。日本大企業の精
神を、根本からたたき直さないといけないのか
も知れない。
　日本が大消費者国家であることを忘れてはい
けないと思う。したがっていくらチマチマした
ものでも、消費者の心をとらえれば、大きな経
済の浮力となるのだ。
　以上見てきたように、我が国におけるモノの
価値創造には、問題が多い。
　とはいえ、日本の研究開発支出は1985年に設
備投資を抜き、その後右肩上がりに伸びている。
絶対額ではアメリカに次いで世界第２位、ＧＤＰ
にたいするパーセンテージでは、やはり85年に
アメリカ、ドイツを抜いて、世界第１位となっ
た。スイスのビジネススクール兼シンクタンク
のＩＭＤ（International Institute for Management
Development；国際経営開発研究所）の「世界競
争力レポート」によれば、研究開発支出では、先
の統計を受けて世界第２位、研究開発人材では
第１位にランクされている。しかしである。そ
れが技術マネジメントでは15位、科学的環境で
は 22位に転落する。
　すなわち、我が国におけるモノの価値創造は、
研究開発マネジメント、技術マネジメントに問
題の一端がありそうである。その点を、もうす
こし深く、洞察してみよう。
経営・情報研究No. 6（2002）
－ 105－
Ⅳ　価値創造に必要な技術とニーズの融合
－商品コンセプトの差別化
１　技術とニーズの融合努力
　商品開発においては、読者は「市場ニーズへ
の対応」が最優先事項であると考えるに違いな
い。事実現実においても、そのような志向がな
されている。
　一方、イノベーションには技術革新が必須で
あるという考え方が存在し、これも現実に多く
の経営者の口から発せられる。
　実は、イノベーションには、ニーズ対応が先
決か、それとも技術革新が先導すべきかという
論点が、長い間議論されてきたのである。
　この類型化での主たる議論は、プロダクト・イ
ノベーションにおいて、市場主導（market-driven）
と技術主導（technology-driven）との２つのアプ
ローチでは、どちらかが有効かという議論である｡
　クラウフォードはＲ＆Ｄとマーケティングの
間の対立や論争が、新商品導入の遅れ、コスト
高、売上を伸ばすことの失敗をまねいていると
し、「プロトコール（protocol）」という概念を導
入した（Crawford，1984）。プロトコールは販売
される商品の価値や性能がリストされた「合意」
と定義づけられている｡
　クラークと藤本隆宏は自動車産業、特にホン
ダの研究から、製品機能や性能に加えて一般消
費者の価値観とライフスタイルを包含する製品
統合性（product integrity）の機能をもつものとし
て、商品コンセプトの重要性を発見している｡そ
して彼等は製品統合性には内部、外部、２つの
次元があるとする。内部統合性とは、製品の機
能と構造の整合性のことである。それに対して
外部統合性とは、製品性能と顧客期待間の整合
性のことであるが、この外部統合性はいまだ探
求未完の状況であるという（Clark and Fujimoto,
1990）。
　また児玉文雄は、ハイテク時代の技術革新形
態においては、もはや技術的なボトルネックの
解消が問題ではなく、技術をどのように最も有
効に使うかが問題であり、今や技術突破
（technology breakthough）よりも技術融合
（technology fusion）が重要であるとして、「需要
表現（demand articulation）」という概念を提唱し
た（児玉、1991）｡　需要表現とは、「潜在需要の
技術的表現化」であり、それは潜在需要を製品
概念として統合化（integrate）することと、それ
を個々の要素技術の開発項目へ分解する
（decompose）することの、２つの技術的活動の
ダイナミックな相互作用である｡
　これら３つの主張を総合的に検討すると、研
究者の洞察の進展が見えてくる。すなわちここ
には、供給者ー市場間相互作用の成果物として、
研究者ーマーケター間の合意（agreement）→製品
統合性（integrity）→需要表現（articulation）とい
う概念的進展が見られるのだ｡この概念的進展の
根底にあるのは、技術と市場ニーズの緊密化で
あり融合である｡すなわち、技術と市場ニーズを
二項対立的に考えるのではなく、それを超越し
ようという発想である｡日本のイノベーションの
成功者に観察できるのは、まさにこの技術と市
場ニーズの融合努力である。
　しかも近年市場ニーズは潜在化している｡つま
り顧客は自分の欲求を明確に表現できないでい
る｡従ってこの融合努力は困難性を増すと共に、
重要度も増加している｡というのは、ニーズが明
確なときには、技術開発の目標は製品性能とし
て比較的容易にニーズから翻訳されたからであ
る。しかしニーズが不明確になる、すなわち暗
黙知(tacit needs)になると、技術開発目標を創出
するために開発者は潜在顧客により接近して、
ハイタッチな理解をしなければならなくなるか
らで、マーケット・リサーチも供給者ー市場間
結合の媒体としての効果が無くなってくるので
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ある｡
　以上、「ニーズ対応と技術革新の融合」を目指
して、イノベーションがどのように進歩してき
たかを述べた。では、技術革新を起こしながら、
市場ニーズ（潜在化している）にも適応するに
は、どのようなアプローチをとるべきなのだろ
うか？
２　商品イノベーションの類型化
　商品イノベーションを起こす目的は、企業が
継続して存続し、成長をとげることである。
そのためには、戦略的に２つのことを同時に達
成しなければならない。
　第１は、イノベーティブな商品が、市場に受
け入れられ、さらには新しい需要を創り出すこ
とである。そのためには市場の深い洞察によっ
て、いかにして顧客のライフスタイルや使用シ
ステムをより良質なものに変化させて行くかの
考察が必要である。先端的商品開発者が、「われ
われはそれが使用される場面を想像しながら商
品開発をすすめます」と語っていることがそれ
を裏づけている。
　ところが従来は市場ニーズは顕在化していた、
すなわち顧客は自分の欲しいものを自覚してお
り、しかもそれを表現することができた。した
がって開発者は、それを市場調査によって容易
に把握することができた。しかし現在は多くは
顧客は自分のニーズを表現できないでいる。す
なわち市場ニーズは潜在化している。したがっ
て開発者は、市場調査によって直に市場ニーズ
を把握することができない。市場調査を超えた、
何らかの“洞察”が必要である。さらに開発者
は、他社が生産・販売していない商品を創ろう
としているために、「世の中に存在しないものに
ついて、いくら市場に聞いても応えられるわけ
がない」、「消費者は実物を見せられて、はじめ
て自分が欲しいものであることを自覚し、そこ
に需要が生まれる」と考えている。それだけに
「市場の洞察」が重要になっている。
　第２には、競争相手に真似されない、あるい
は競争相手に容易に追従されない製品の競争障
壁（competitive barrier）が構築されなければなら
ない。それが利益を生む源泉である。その主た
る役割は技術がになっている。すなわち競争相
手に真似されない技術、あるいは真似されるま
でに戦略的に有効な時間がかかる技術を開発し
なければならない。その競争障壁となる技術的
先行性は２～３年であると、多くの開発者は述
べている。
　したがって商品開発戦略のいろいろな類型は、
第１の「市場ニーズの洞察」という次元と、第
２の「技術革新」の次元がつくる空間の中に位
置づけられる。さらに市場ニーズの洞察が「浅
い」場合と「深い」場合に分け、また技術革新
が「小さな」場合（incremental）と「大きな」場
合（radical）に分けると、概念上４つの象限に相
当する商品開発戦略が定義される。その２ つの
次元による商品開発戦略の分類を、図５に示し
た。
図５　市場ニーズの洞察
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　右下の象限は、市場の洞察は深いが技術革新
は小さなために、当初、市場によく受け入れら
れて成長するが、追随者が短い期間で模造品を
つくり市場に参入するので、シェアを奪われる
か、価格競争となって収益性が悪化するもので
ある。この商品開発のタイプを「ニーズ主導型
（Market-Driven）」と再定義する。かって1980年
代中頃までのソニーやシャープはこのニーズ主
導開発戦略が主流であった。したがって先行者
（first-mover）として初の新製品を世に出すが、そ
れが市場に受け入れられるや、松下電器のよう
な強力なマーケターがシェアを奪ってしまうの
が常であった。したがってかれらは“モルモッ
ト”とよばれた。モルモットのように新しい製
品市場の実験台になるという意味である。
　逆に左上の象限は、技術革新のレベルが高い
ので、競争相手は模造品を作るのが容易ではな
く、高収益を享受するものである。ただしそれ
は“選別装置（selecting device）”である市場に
受け入れられたものだけであり、多くは商品と
して市場に受容されることなく、市場から消え
ていく。この商品開発のタイプを「技術主導型
（Technology-Driven）」と再定義する。
　シリコン・バレーのベンチャー企業の多くは、
この技術主導型に属するだろう｡　彼等はマー
ケットニーズへの適合性よりも、技術革新競争
に覇を競っているからである。したがって“選
別装置”である市場によって淘汰される確率は
大きい（95％が淘汰されると言われる）。
　左下の象限に相当する戦略カテゴリーは、「類
似品開発型（Mee-Too）」と呼んでよいであろう。
開発者の注目対象はライバルであって、独自に
市場を洞察することは相対的に少なく、また独
自技術の開発も相対的に少ないからである。そ
のかわりかれらは競争障壁を流通で築こうとす
る。ソニー、シャープのライバル松下電器や、ア
サヒビールに対抗するキリンビールが代表的例
である。しかしこれらの流通･販売力によって競
争相手を圧倒しようとする企業の戦略的効果は、
次第に小さくなっている。
　もっとも理想的な商品開発戦略は、右上の象
限のカテゴリーである。すなわち市場ニーズの
洞察が深いが故に、市場の受容度が高く、新し
い需要を開拓する確率が高い。すなわち高い成
長率を獲得する可能性を持っている。それと同
時に技術的な競争障壁も高いので、競争相手と
の価格競争にすぐ巻き込まれる確率も低く、高
収益を確保しやすい。イノベーションの成功企
業はすべて、このカテゴリーの商品開発戦略を
採っている。
　この象限のアプローチは、「ニーズ主導」と「技
術主導」が対立するものではない。
　過去の文献でも理論的、実証的研究の進展に
よって、やはり需要サイドと供給サイドの相互
作用さらには両者の融合が必要なことが示唆さ
れてきた｡　先端的成功企業を調べても、「ニー
ズ主導」でも「技術主導」でもないことが明ら
かとなった｡　例えばイノベーティブな日用品
メーカーの花王の社長は、「ニーズは市場に聞い
て把握するものではなく、イノベーティブな商
品によってクリエートするものだ」と明言した｡
　すなわち彼は市場ニーズ志向一辺倒を否定し
た。その一方キャノンのＬＢＰ（レーザー・ビー
ム・プリンター）の開発チームリーダーは、「技
術は商品コンセプトを実体化するために革新さ
れる」と語った｡
　すなわち彼は商品イノベーションが技術革新
一辺倒でないことを断言した。かれらが異口同
音に強調したのは、商品コンセプトに主導され
る商品イノベーションである。
　そこで図５の右上の象限を、「コンセプト主導
型（Concept-Driven）」による商品開発戦略と名
づける。世の中には、多くの優れた要素技術を
持ちながら、優れた商品を開発できずにいる
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メーカーが存在する。それらのメーカーに共通
的に観察されるのは、優れた技術を商品に統合
する商品コンセプトの不在である。
　なお、商品コンセプトは通常いくつかのフ
レーズで表現されるが、それらは整合性を持っ
て一体化されている。したがってそこには、市
場の期待することと商品の機能・性能情報が結
合され融合されているのである。（織畑，2001）
３　商品コンセプトの差別化
  では、商品コンセプトの差別化とは一体何か？
それには、商品コンセプト創造のプロセスを明
らかにしなければならない。商品コンセプトは、
「世の中の流の中に、どのようなニーズが潜んで
いるか」を発見することによって、創り出され
る。すなわち、世の中の潮流認識→その脈絡の
把握→脈絡の解釈・意味付け→意味づけの言語
への結晶化という経過をたどる。ここでの注目
点は、「解釈・意味付け」である。これは新商品
開発者の主観だ。
　たとえば、「写ルンです」の例だと、少子化→
撮影機会の減少→フィルム使用量の減少→老
人・子供でも扱える新しい撮影機器の必要→レ
ンズ付きフィルムという経過をたどって、「写ル
ンです」が生まれた。しかしこれは、カメラで
もおもちゃでもない、全く新しい商品コンセプ
トだ。この「写ルンです」は、バブル崩壊環境
にもかかわらず成長し続け、しかも 10年以上、
値崩れを起こしていない。新しい市場を創造し
ているからだ。
　このようにプロダクトの差別化の本質は、商
品コンセプトの差別化であり、それは開発者に
よる、世の中の潮流のコンテキストの解釈・意
味づけなのである。
Ⅴ　研究開発投資が足りないサービス産業
－サービスの差別化
　それではここで、研究開発投資の問題にもど
ろう。
　先に、日本の研究開発マネジメントの稚拙さ
が世界から指摘されていることを述べたが、そ
れ以前に、研究開発支出の向け先が適切かどう
かという問題がある。
　この点について、ＯＥＣＤ（経済開発協力機構）
は99年６月、情報・通信や金融・医療などのサー
ビス産業が占める割合が、日本はＯＥＣＤ加盟国
（先進諸国）のうち最低で、たったの４％である
ことを指摘した。ＯＥＣＤ加盟国の平均は 15％、
第１位はカナダの37％、アメリカは19％であっ
た。また異なる出所によって、日米の全産業に
対する非製造業の研究開発費の占める割合を示
してみると、図６のようになる。これを見ても、
いかに我が国のサービス業の研究開発投資が少
ないかが分かる。
　いまの経済は、サービス産業主導型に変わっ
てきており、日本人の消費支出のうち、サービ
スに対する支出は年々増加し、現在は三分の一
を占めるまでに至っている。
　ミクロに見ても、これからの企業収益や企業
成長はサービス部門が大きくになっていること
は、ＧＥのジャック・ウェルチ会長なども指摘し
ているし、ディズニー・リゾートの盛況を見て
も、わかることだ。
　つまり日本の研究開発投資は、モノ作りに偏
りすぎているのである。
　ざっと見回しても、日本におけるサービス業
のイノベーションは極めて少ない。代表的なの
は、宅配便やセコムを中心としたセキュリティ・
ビジネスだろうか。そしてサービス商品とは、プ
ロセスが生み出す商品なのだ。したがって、プロ
セス・イノベーションは、それをサービス商品に
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転換することが肝要である。その鍵は何か？そ
れはサービス商品の、商品コンセプトである。
　ただここにきて、アフター・サービスのイノ
ベーションなどが出始めている。例えば、日立
建機では、遠隔地で稼働している大型油圧シャ
ベルの稼働情報を、インターネットや衛星通信
で監視し（「モニターシステム」と呼ぶ）、何か
不具合が生じたり、ユーザーに使い方の助言を
するサービスを開発した（図７）。（田中，2001）
なお、このイノベーションは、サプライチェー
ンの下流の下流に位置することに、注意してい
ただきたい。
　以上から言えることは、
　１）我が国はもっと、サービス商品のイノ
ベーションに注力しなければならない。
　２）サービス商品とは、プロセスが生み出す
ものである。したがってサービス商品の
イノベーションは、プロセス・イノベー
ションでもある。ただプロセスをプロダ
クトに転換するのは、商品コンセプトの
存在である。
　３）イノベーション機会は、サプライチェー
ンの先の先にも存在する。
Ⅵ　消費者の心的ロイヤルティをとらえる
－ブランドによる差別化
　ネットの時代にはいると、情報が供給者と需
要者（消費者）を超えて、需要者間にも飛び交
うようになる。例えば化粧品では、筆者の知る
限りでも、４つの口コミ・サイトがウェブ上に
存在する。そこでは消費者同士が、「どこの化粧
品はどうだこうだ」と品評している。もちろん
価格についての情報も交換し合っている。
　こうなると、ブランドが強力なマーケティン
グ武器だった化粧品でも、その効力がどんどん
薄れていく。否、今まで以上に消費者の心をと
らえる、「なにがなんでもこのブランド」といっ
た、心的、感情的ロイヤルティを培うような、強
力なブランド戦略が必要となる。
　ブランドの実体すなわちブランド・エクイ
ティには、商品の品質・機能はもちろん、消費
者のライフスタイルに密着した、商品コンセプ
トが極めて重要である。それらから消費者は、自
分の心の中に、独自のブランド・イメージや忠
誠心を構築する。したがってブランドの背後に
あるあらゆるものを、供給者はコントロールし
なければならない。
　たとえば、ネット調査会社、マイボイスコム
の消費者9000人の調査によれば、ルイ・ヴィト
ン製品を３人に１人が持っており、会社業績も
ユニクロと並ぶ、対売上経常利益率25％強を確
保している。
　ルイ・ヴィトンとユニクロに共通しているの
は、上流から下流をコントロールできる、一気
通貫のＡＳＰ形態をとっていることである。しか
もルイ・ヴィトンは耐用性を重視して、修理な
どのアフター・サービスに注力しているだけで
なく、それらを統合して、ブランド管理を強化
している点にある。ユニクロも品種の集中化に
よる規模の経済と、中国における生産によって
安価な要素コストを享受しているだけでなく、
店名をブランドとした、ブランド戦略を重視し
ているのだ。つまり２社とも、コスト低減に対
する注力度は違っても、ＡＳＰ形態による強力な
ブランド戦略を推進しているのである。
　つまり、ブランド・エクイティとは、経営者
層や社員の意識・こだわり、それが作る企業文
化、それに基づく経営戦略と行動、そこから出
る商品と事業、それらをすべて統括したシンボ
ルの持つ資産であり、そのシンボルを支える中
身すべてが、まさにブランド・エクイティなの
だ。したがってブランドの差別化とは、会社活
動のすべての局面における独自性の集約である。
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出所：総務庁統計局「科学技術研究調査報告」，National Patterns of R&D Resources
図６　全産業研究費に占める非製造業の割合
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図７　日立建機のモニターシステム
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Ⅶ　市場特化による高収益化
　－マーケットの差別化
　価格競争をのがれるもっともポピュラーな戦
略は、ある特定の市場セグメントに特化し、そ
こでダントツのシェアを獲得する、特化戦略で
ある。特化市場は、ある特定の客層や特定のニー
ズであっても、また特定地域の“ドミナント戦
略”であってもよい。
　総合ペイント・メーカーである関西ペイント、
日本ペイントに対して、船舶塗料に特化した中
国塗料、家庭用ペイントに特化したアサヒペン
も、特化企業の例だし、クラレは売上3000億円
程度の企業だが、世界一の製品を４つも持ち、安
定した収益を上げている。売上4000億円弱の電
子材料メーカー、日東電工も、液晶向け光学フィ
ルムをはじめとして、世界１位の製品を多く持
ち、「グローバルニッチトップ戦略」のスローガ
ンを掲げて、業績も順調だ。
　こうした「小さな池の大きな魚」事業を多く
持つ企業の利点は、特化した市場の情報が、密
度高く、早く入ることだ。したがって新製品開
発も有利で、日東電工の場合、新製品が売上の
３割を占めるという。かてて加えて特化事業に
は、規模の経済の効果が非常に大きい場合が多
く、これらがダントツの地位の獲得を支援して
いる。逆に言うと、３位以下のメーカーはシェ
アも小さく、利益を上げることも難しくなる（図
８）。
　生物学にガウゼの法則というのがある。これ
は同じ生息場所には、類似した生態的要求を持
つ生物は、共存できないというものである。市
場特化には、このガウゼの法則が働いているの
ではなかろうか。
Ⅷ　まとめ：競合基盤の差別化と競争優
　　　　位性
　差別化とは、別の表現を使えば、独自性の発
揮である。それはコストダウンでも価値創造で
も、ビジネスのあらゆる局面に可能性があるは
ずである。
　ただコストダウン、効率化だけに邁進しても、
競争優位性が長続きする可能性は少ないであろ
う。ベストプラクティス・ベンチマーキングと
いう手法によって、いつかは追いつかれるから
である（Porter，1996）。こうしたコストダウン
は必要条件ではあっても、十分条件ではない。コ
ストダウンが十分条件となるには、プロセスの
差別化だけではなく、プロダクト・イノベーショ
ンによるプロダクトの差別化が必要である。
　ハーバード大学のクレイトン・クリステンセ
ンは、ハードディスク・ドライブのケーススタ
ディによって、このことを明らかにした
（Christensen，1997）。かれが発見したのは、いま
までの優良企業の高付加価値製品（5.25インチ・
ドライブ）が、絶え間なく改良されるうちに、市
場の求める価値との乖離を起こすだけではなく、
出所：織畑基一『情報世紀への企業革新』日本経済新聞社
図８　特化事業の収益性
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低価格品（3.5インチ・ドライブ）のイノベーショ
ンによって、その低価格品でも十分市場ニーズ
を満足させるものになるという、優良企業が直
面する“ジレンマ”である。そのときハードディ
スク・ドライブの競争要因は、記憶容量→大き
さ→信頼性→価格と変化して行った。これは彼
の言う「破壊的イノベーション」による競争の
ダイナミズムの変化であって、単なる価格競争
→コストダウン→価格競争→コストダウン→
……といった、イタチごっこのような競争のダ
イナミズムとは異なる、「競合基盤の差別化」と
いうダイナミズムなのである。事実彼は、こう
した場合の3.5インチ・ドライブの競争優位性を
覆すことの、困難性を述べている。
　生物進化論によれば、自然淘汰がゆるむのは、
大進化によって、新しい種が誕生するときであ
るという。ビジネスの世界でも、イノベーショ
ンによって新しい商品が誕生し、新市場が創造
されれば、競争相手の激減によって、企業間競
争、なかんづく価格競争が大いに緩和され、か
つイノベーティブな商品や事業の競争優位性が
保持される。なぜならば、イノベーティブな商
品や事業は、競争のダイナミズムまで変えてし
まうからである。まさに競合基盤の差別化であ
る。
　もっと身近な例を挙げてみよう。すかいらー
くがファミリーレストランに進出したとき、レ
ストラン・ビジネスに新しい競合基盤が現出し
た。それまでの味覚や店舗雰囲気・サービスだ
けではなく、そこには破格の安値で食事が楽し
める場所が出現し、地域特化や規模の経済とい
う、あらたな競争要因による競合の基盤が現出
したのだ。（これもクリステンセンの「破壊的イ
ノベーション」に近い。）「写ルンです」という
「レンズ付きフィルム」の出現も、ＬＢＰ（レー
ザービーム・プリンター）の出現もそれに近い。
とくにＬＢＰでは、破格の安値よりも、プリン
ティングが速い、きれい、静かといった、非価
格要因による競合基盤の差別化が現出している。
　つまるところ、差別化戦略の本質は競合基盤
の差別化と言える。言い換えれば、競合要因を
変化させるイノベーション戦略だ。すなわちそ
れが、戦略的優位性を獲得するための競合要因
を、根本から変えてしまうからである。そして
その成就には、イノベーション戦略が、もっと
も有効な手段として指摘されるのである。
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